
Ⅰ　「チームとしての学校」構想における外部人材
の位置づけ

　中央教育審議会（2015・以下「チーム学校」答申とい
う。）では、「チームとしての学校」を実現するための
視点として、「専門性に基づくチーム体制の構築」が掲
げられている。この専門性に基づくチーム体制の構築
を実現するために、現在の学校現場では教員以外の様々
な外部人材が関わっている。
　一口に外部人材といっても、答申上は主に２種類の外
部人材の位置づけがなされている。１つ目は、「チーム
学校」自体に参画し、校務分掌を担当し、校長の指揮
監督下でチームの内部から活用される教員以外の専門
スタッフである。スクールカウンセラー（SC）・スクー
ルソーシャルワーカー（SSW）・ICT 支援員・学校司書・
英語指導を行う ALT・部活動指導員・医療的ケアを行
う看護師などが、この例である。２つ目は、「チーム学校」
の外部から連携する形で活用される人材や組織である。
答申では、コミュニティスクールに参画する地域住民、
産業医、警察、弁護士などが例として挙げられている。
　前者のうち、最も古くから学校現場に導入され、かつ、

「チーム学校」の一員としての関わりが最も意識されて
いる職種は SC であると思われる。実際に、半田（2020）、
水野・家近・石隈（2018）をはじめ、SC を「チーム学校」
の中で機能させることを紹介した文献はかなりある。一
方、後者のうち、近年注目されている職種としては、い
じめや保護者対応などで学校現場に関わる弁護士があ

り、一般的に「スクールロイヤー（SL）」と称されてい
る。この 2 つの職種は、業務をする上で高度な専門性と
資格が必要であり、かつ、守秘義務などの職業倫理上の
義務が厳格であり、専門職としての「独立性」（「外部性」）
と「第三者性」が強く要求される点で共通する。
　SC は 1995 年度より文部省（当時）がスクールカウン
セラー事業を試験的に開始し、2001 年度からは「スクー
ルカウンセラー活用事業補助」として全公立中学校に
配置・派遣が進められ、2008 年度からは全公立小学校
も含めた配置・派遣が進められている。もっとも、一
部の自治体では文部省がスクールカウンセラー事業を
開始する以前から SC を部分的に導入しており、また、
アメリカでは心理専門職が各学校に配置されているこ
とが既に一般的であった。平成 29 年度「学校保健統計
調査」によれば、SC は 2018 年度には、全国の小学校の
78.6％、中学校の 98.2％、高校の 88.6％に配置されてい
る。また、青木・川上（2019）によれば、SC の配置数
は地域差も非常に大きいが、これについては SC の需要
自体がない場合も考えられるので、直ちに教育問題とは
言えないとされる。
　一方、SL は文部科学省が 2016 年度予算概算請求より

「調査研究」として一部自治体での公募による導入を始
め、文部科学省（2017）によれば、2017 年からは「い
じめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関す
る調査研究」として、さらに公募数が拡大されている。
また、2019 年には文部科学省が 2020 年度より SL を全
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国に 300 人配置する予定があるとの報道もあった（共
同通信 2019 年 9 月 23 日）。ただし、SL も SC と同様に、
文部科学省が推進する事業とは別に、一部の自治体では
既に「スクールロイヤー」と称する弁護士を導入してお
り、例えば、港区の事例（「学校法律相談制度」）では、
文部科学省の想定する SL とは異なって、いじめ対応よ
りも保護者対応などに重点が置かれている。また、日本
弁護士連合会（2018）では SL を「学校現場で発生する様々
な問題に対して、裁判になってから関わるのではなく、
むしろトラブルが予測されそうな段階から、学校の相談
相手としての立場で、子どもの最善の利益の観点から、
教育や福祉、子どもの権利等の視点を取り入れながら継
続的に助言する弁護士」と定義し、最近急速に導入され
ている SL のほとんどは、各地域の弁護士会が文部科学
省の調査研究事業に公募した自治体に対して弁護士会
から SL を担当する弁護士を推薦する、といった形式で
の導入が行われている。本稿を執筆するに際し、筆者が
報道及び公開されている資料を調査したところによれ
ば、2020 年 7 月現在、「スクールロイヤー」という名称
の弁護士を導入する自治体は約 50 ある。また、政令指
定都市のほぼ半数で、SL が導入されている。
　しかし、神内（2020）によれば、外部人材として最も
学校現場で定着している SC と比べて、SL が学校現場
で定着していく上では課題も多いことが指摘されてお
り、例えば、SL の導入に際しては、SC が外部人材とし
て定着した要因をほとんど分析せずに、「SL はこうある
べき」といった規範論的な議論ばかりが先行している実
態が存在する。また、前述のとおり、SL も元々は「チー
ム学校」答申にて言及されていた弁護士との連携に関
連しているにもかかわらず、「チーム学校」構想から SL
を検討する議論もほとんど行われていない。
　一方、SC と SL には「常勤化への流れ」という共通
の現象が存在している。そして、常勤化に伴う課題もま
た、共通する。常勤化が進むことにより、SC・SL が任
用（雇用）する設置者によって指揮命令を受ける可能性
が高まる結果、その立ち位置が専門職としての独立性や
第三者性に少なからず影響を与えるからである。
　そこで、本稿では、「チーム学校」の視点から SC と
SL の常勤化への流れを考察するとともに、「チーム学校」
の中で専門職である外部人材が独立性や第三者性をど
のように確保していくのか、議論の状況について考察し
たい。

Ⅱ　スクールカウンセラーの常勤化への動きと専
門職としての立ち位置
1　スクールカウンセラーの勤務形態の実情
　2020 年現在において、SC の圧倒的多数は非常勤によ
る勤務であり、常勤 SC が存在する自治体は非常に少な
い。SC は任用（雇用）で勤務する場合と、業務委託契
約に基づいて勤務する場合があるが、現在は前者がかな
り多いようである。つまり、現状の公立学校の SC にお
いて圧倒的に多い勤務形態は「会計年度任用職員」（地

方公務員法 22 条の 2 の改正により、2020 年 4 月より従
来の非常勤職員が「会計年度任用職員」に変更になっ
た。）として、非常勤で勤務する形態である。
　教育相談等に関する調査研究協力者会議（2017・以
下「2017 年報告」という。）によれば、SC の配置形態は、
地域や学校の状況を勘案して、①単独校方式（SC が配
置された学校のみを担当するもの）、②拠点校方式（小
中連携）（SC が、１つの中学校に配置され、併せて、当
該中学校区内の小学校を対象校として担当するもの）、
③拠点校方式（小小連携）（SC が、１つの小学校に配置
され、併せて、当該小学校と同一中学校区内の他の小学
校を対象校として担当するもの）、④巡回方式（SC が、
教育委員会（教育事務所、教育支援センター（適応指導
教室））等に配置され、域内の学校を巡回するもの）と
いった形態等で配置されている。

2�　スクールカウンセラーの常勤化への動き
　一方、前述の 2017 年報告では、「上記の①、②及び③ 
の学校又は拠点校、④の教育委員会（教育事務所、教育
支援センター）に常勤の SC を配置する。その後、近隣
の学校へ段階的に常勤の SC を増員することが適切であ
る。最終的には、全ての必要な学校、教育委員会及び教
育支援センターに常勤のSCを配置できることを目指す
ことが適切である。」として、SC の常勤化を提唱してお
り、同様の方向性は鵜養・岡本・窪田・福田（2018）
でも示されている。
　国私立学校では常勤型 SC を導入する学校も少なくな
く、実際に本稿で紹介する文献や、保原（1995）、西山

（2005）などは全て私立学校の常勤型 SC を担当する者
によって執筆されたものである。しかし、公立学校で常
勤型 SC を導入する自治体はまだごく少数である。現状
のところ、上記の①・②・③のように、単独校又は拠点
校に常勤型 SC を配置している自治体として名古屋市が
ある。名古屋市は2014年より「なごや子ども応援委員会」
を設置し、常勤 SC と常勤 SSW などを組み合わせたチー
ムによる学校援助制度を発足させており、2019 年度よ
り市内全中学校に常勤型 SC を配置している（水谷・高
原（2018））。名古屋市のこの取組みはアメリカの学校に
おける包括的スクールカウンセリングや多職種による
援助制度を参考にして創設されており（実際に、導入に
際しては、市長と教育委員会がアメリカを訪問し、現地
では SC が常勤で、一つの学校に複数配置されているこ
とや、仕事内容が日本の非常勤 SC とは大幅に異なった
ものであったことを認識している。）、SC と SSW を常
勤化しただけでなく、スクールアドバイザー（SA）と
スクールポリス（警察官経験者）も導入して多職種の連
携による学校支援制度を実現している点で、他の自治体
にはない極めて画期的な制度であると言える。
　一方、④のように、教育委員会などに配置されて学校
を巡回する SC には、常勤型 SC を導入している自治体
はかなりある。その代表例は明石市であり、常勤の心理
職として SC を教育委員会に任用している。また、明石
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市は、SC だけでなく、SSW・SL・SA（元校長などを任
用）も常勤化し、4 職種で 1 チームを作って学校支援を
行っている。巡回方式の SC に常勤職員を導入する主な
目的は、非常勤型よりも勤務時間の長い常勤職員の SC
を教育委員会で任用し、曜日によって異なる学校を巡回
することで、効率的に学校現場を関わる点にあると考え
られるが、明石市の場合は他職種の常勤職員でチームに
より学校を支援することで効果を上げようとしており、
名古屋市の「なごや子ども応援委員会」と類似する機能
を目指していると言える。

3 　常勤型スクールカウンセラーの特徴
　SC の常勤化が提唱される理由には、SC の就労環境の
改善とカウンセリング効果の向上が挙げられる。非常
勤職員がほとんどである SC の就労環境が不安定である
点は、教育相談等に関する調査研究協力者会議（2007・
以下「2007 年報告」という。）でも指摘されている。SC
の任用要件として最も一般的である臨床心理士の資格
は、原則として大学院修了が要件であり、学校現場に関
わる他の資格を比較しても非常に取得難易度が高い。そ
れにもかかわらず、非常勤職員という不安定な身分で勤
務しなければならない状況は、SC を「割に合わない仕事」
というイメージで捉えがちな要因にもなっている。そこ
で、常勤職員として任用（雇用）される SC が増員され
ることにより、就労環境が大幅に改善されるとともに、
より有能な人材が SC に採用される可能性を広げること
ができる。
　また、SC のカウンセリング効果を向上させる観点か
らも常勤化が提唱されている。非常勤型 SC の課題とし
て、継続的な相談効果や校内の一体的、組織的な相談体
制の確保が困難であることや、SC を待つ児童生徒の心
にしっかりと応えていくことが困難であることは前述
の2007年報告でも指摘されていた。常勤型 SC であれば、
こうした非常勤型 SC の課題を克服することができる。
　松岡（2012a）によれば、常勤型 SC には「内部性」や「即
時性」といった非常勤型 SC にはない特徴があり、こ
れを活用したカウンセリングの枠組みも提唱されてい
る。常勤型 SC と養護教諭との連携を検討した朝日・小
坂（2012）によれば、関係を構築しにくい生徒に対して、
メンタルヘルスに詳しい専門家である SC が保健室を利
用して第一の窓口になれること、早期発見・早期介入や、
教職員との連携・チーム支援が円滑になること、作戦会
議や情報共有，緊急対応もスムーズになること、といっ
たメリットが示されている。常勤型 SC の実践を紹介し
た芝（2018）によれば、常勤型 SC は教員、生徒、保護
者、外部機関などとの連携の中で「情報共有ステーショ
ン」としての役割を担うことができること、常勤である
がゆえに教員との間で専門用語を使わずともその生徒
が陥りがちな困りごとや行動パターンを共有できる部
分があり、共通言語が存在する点にあること、生命の安
全に関わるようなケースや状態変化の大きい事例への
迅速な対応が可能なこと、断続的だが長期的支援が可

能なことなどをメリットとして示している。前述の「な
ごや子ども応援委員会」の実践を紹介した水谷・高原

（2018）では、常勤の圧倒的な利点として、何らかの援
助の必要が生じた時に即時対応ができるということを
挙げており、常勤の援助職は単に非常勤の仕事を時間延
長したものではなく、学校生活の様々な場面で子どもと
の距離を近づけて生徒指導や教育相談に関わる活動に
参画できる点を示している。
　一方、常勤型 SC にはデメリットも指摘されている。
朝日・小坂（2012）によれば、SC には「専門性」と「外
部性」が求められるが、常勤型 SC が教職員と内の人間
として関係を作りながらそれらとのバランスを取るこ
とは容易ではなく、非常勤型 SC にはない葛藤や立ち位
置が難しいという課題がある。芝（2018）も同様に、常
勤型 SC の生じやすい弱点として、外部性・中立性の担
保が難しく葛藤状況に巻き込まれやすいことを挙げて
おり、それ以外にも、日常生活が目に入り目の前にい
る相談者に対して共感的になりにくいこと、緊急支援
の際、関係者に近く、自身の罪責感、無力感を刺激さ
れやすいこと、相談者のニーズより学校や教師の事情
を斟酌してしまいがちであること、などを示している。
松岡（2012b）は、常勤型 SC の「即応性」については
大きなメリットであることを評価しつつ、自傷行為とい
う緊急性の高いケースにおいて、ある程度の健康状態
を維持している生徒の場合は、「即時性」を生かした関
与が効果的だが、病理的に重く SC に依存的な生徒の場
合は常勤型 SC の関与について限界設定が難しく、見通
しをもった枠組み作りが必要であることを述べている。
松岡の示唆は具体的な事例に基づいて常勤型 SC の正の
効果と負の効果を比較している点で極めて重要であり、
常勤型 SC ならではの枠組みの構築の必要性も提言して
いる。

Ⅲ　スクールロイヤーの常勤化への動きと専門職
としての立ち位置
1　スクールロイヤーの勤務形態の類型
　前述のように、SL は現在のところ 50 を超える自治体
で導入され、私立学校（学校法人）も含めるともう少し
多いが、2018 年に前述の日本弁護士連合会の意見書が
発表された時点では 10 を少し超える程度であり、それ
以降に急速に導入されたケースが圧倒的に多い。その意
味では SL は SC と比べると、はるかに歴史の浅い外部
人材である。そのこともあって、SL は弁護士業界では

「SL 像」についてさかんに議論されているものの、肝心
の SL の実践を学術的に検討した研究はほとんど皆無に
近く、わずかに神内（2020）がある程度である。
　SL が近年急速に導入されるようになった背景には、
文部科学省が前述の調査研究事業に基づいて公募自治
体に予算補助を付けている点もあるが、学校現場が保護
者からのクレームに悩み、教員の負担が深刻化している
実情や、不適切ないじめ対応により子どもの人権が侵害
されるといったいじめ事件などの不祥事が発生してい
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る現状も関係している。実際に、SL を導入した自治体
には、直前にいじめ事件などの何らかの不祥事が発生し
ていた場合も少なくない。また、弁護士業界も SL の導
入に積極的であり、各地域の弁護士会が自治体と連携し
て SL の導入を目指す動きが活発だが、この背景には弁
護士の職域拡大といった目的だけでなく、弁護士の増員
によって競争が激しくなっていることで、SL を新たな
経済的利益として捉えている現実もあろう。

2 　スクールロイヤーの常勤化への動き
　前述のように、SC は非常勤の会計年度任用職員が多
いことを紹介したが、SL の勤務形態の類型については、
神内（2020）で、①委任又は業務委託契約に基づくもの
と、②雇用契約又は公務員任用に基づくものの、大き
く 2 つに分類し、さらに、前者については、主に相談者
が SL の事務所で相談を受ける「事務所相談型」と、SL
が学校を直接訪問して相談に応じる「学校訪問型」の 2
つに分類し、後者については、教育委員会や学校法人と
いった学校設置者の職員として SL が雇用・任用される

「設置者職員型」と、弁護士資格を持った教員が学校に
採用され、法律相談などを担当する「教員型」の 2 つに
分類している（表参照）。
　現在導入されている SL の大半は「事務所相談型」で
ある。しかし、注目すべきは近年、「設置者職員型」が
急増していることである。設置者職員型 SL は 2018 年
まではおそらく神奈川県など、少数の自治体で導入され
ているにすぎなかったが、現在では 10 を超える自治体
が導入している。設置者職員型は民間企業で言うところ
の企業内弁護士（社内弁護士）であり、いわゆるイン
ハウスと呼ばれる弁護士の一形態とも言える。しかも、
設置者職員型 SL の多くは、常勤の形態で勤務している。
また、筆者はおそらく日本で唯一の教員型 SL を担当し
ているが、2020 年 3 月までは常勤での勤務形態であり、
教員という立場で常勤型 SL を担当し、学校に常駐して
いた。このように、SL においても前述の SC と同様に、
常勤化の動きが始まっているのである。
　しかし、同じ常勤化といっても、SC のそれは学校現
場に常駐するという意味であるのに対し、SL はあくま
でも学校設置者の元に常駐する形態がほとんどである。
SC は導入当初から非常勤であっても学校に勤務し、学
校でカウンセリングを行うことが想定されていたのに
対し、SL は（筆者のような教員型 SL を除けば）学校
に勤務して法律相談を担当することは想定されていな
い。2018 年に NHK で放映された SL を主人公とする番

組（『やけに弁のたつ弁護士が学校でほえる』）では、非
常勤で学校に勤務する SL という設定であったが、この
ようなケースは実際にはほとんどないのである。この点
は、子どもに直接カウンセリングを行うことを業務の本
質とする SC と、子どもの最善の利益を実現するためと
いう「建前」ではあっても、実際には学校に対して「後
方支援」での助言・指導を行うことを業務の本質とする
SL の違いに由来するものでもある。

3 　常勤型スクールロイヤーの特徴
（1）常勤型SLの実態調査

常勤型 SL の実態を紹介した文献はほとんどなく、わ
ずかに吉岡（2018）がある程度である。また、神内（2020）
でも「設置者職員型」の職務内容や特徴について検討
しているが、具体的な実践例を考察したものではな
い。そこで、筆者は本稿の執筆にあたり、X 市教育委員
会の職員として常勤型 SL を担当する弁護士の方からヒ
アリング調査した（調査は 2020 年 5 月 31 日に、電子
メールにて実施したものである。）。
　以下に本件調査の結果を紹介する。
　X 市は 2020 年 4 月の時点で、人口約 22 万 4000 人で
あり、教育委員会が所管する公立小学校数は 23、中学
校数は 13 である。X 市では 2016 年より教育委員会職員
として弁護士資格を持つ職員を常勤で採用しており、こ
れは全国的にもかなり早くから常勤型 SL を導入してい
る例である。X 市の常勤型 SL の職務内容は大きく分け
て、①各学校関係、②教育委員会・市長部局、の 2 つが
ある。
　まず、①各学校関係としては、定期的な学校訪問、相
談があった場合の学校訪問、ケース会議への出席、教職
員研修、いじめ防止対策推進法第 28 条に基づく重大事
態の調査、事件の事実確認、資料整理、学校から各種機
関への回答書の作成、各学校での法律相談、などがある。
また、各学校からの法律相談としては、法令の確認、保
護者対応、各種機関からの照会書などの対応、近隣住民
からの苦情対応、などがある。
　次に、②教育委員会・市長部局の職務内容としては、
訴訟準備、弁護士会に申立てのあった人権救済申立て事
件の対応、教育委員会内をはじめとする各部署の会議へ
の出席、いじめ案件における重大事態調査委員会の事務
局のサポート、職員研修、契約書の確認、各種回答書の
起案、部署内部の法律相談、ニュースレターの記事投稿、
などがある。各部署の会議に関しては、要保護対策協議
会の会議への出席なども含まれる。
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－「チーム学校」に関わる外部人材の比較考察の視点から－

表 スクールロイヤーの類型

委任・業務委託型 雇用・任用型 

事務所相談型 学校訪問型 設置者職員型 教員型 

港区・大阪府など 岐阜市など 神奈川県・明石市など 私立学校の一部（筆者） 

（注）神内（2020）を元に、一部表記を修正した。

表　スクールロイヤーの類型

（注）神内（2020）を元に、一部表記を修正した。
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　また、頻度は少ないが、保護者との面会に常勤型 SL
が立ち会うこともある。この場合、SL として立会うの
ではなく、「教育委員会職員」として立ち会う。常勤型
SL が保護者の面会に立ち会う場合は、教育委員会の代
理人弁護士という立場ではなく、設置者職員としての
立場で立ち会うためである。なお、筆者が実践する「教
員型」SL も、弁護士としてではなく、教員（学級担任・
生活指導担当など、様々な分掌においてだが）として生
徒や保護者の面会に直接立ち会っている。
（2）常勤型SLの特徴について
　以上が本件調査の結果であるが、これを踏まえて常勤
型 SL の特徴について考察したい。
　一般的に、弁護士は代理人という立場でなければ、紛
争に直接関わることは難しい。この点で、「事務所相談
型」「学校訪問型」の 2 つの類型の SL は教育委員会や
学校の代理人ではなく、あくまでも相談や助言のみを行
う「後方支援」の役割であり、生徒や保護者の面会や
事実関係の調査などに直接立ち会うことはない。また、
日本弁護士連合会も前述の意見書で、SL が子どもの最
善の利益を実現するために学校に対して内部的に助言・
指導する観点から、学校側の代理人となって対外的な活
動を行うものではないとして、SL が学校側の代理人に
なることに否定的である。同意見書では、SL は紛争発
生後の対応以前に、まず対立構造になる前の段階から対
立を予防する視点で関与することが求められることか
ら、対外的にいずれかの立場を明らかにせざるを得ない
代理人となることはふさわしくないこと、利害関係の複
雑な学校の紛争において、子どもの利益を念頭において
活動する SL が学校側の代理人として対外的に対応する
ことになれば、その立場に誤解を与えてしまう可能性が
生じかねないことにとどまらず、真に子どもの最善の利
益の立場から学校に対して適切な指導・助言を行うこ
とが困難になってしまうこと、保護者との関係におい
ても教員が日々子どもとの直接の人格的接触を通じて
教育活動を行い、その一環として保護者との接触も行っ
ていることからすると、SL が校側の代理人として保護
者に直接対応することは適切ではなく、学校側の代理
人になって保護者と対峙する立場に立つことになれば、
学校に通っている子どもとの関係が混乱し、子どもの
最善の観点の観点から極めて難しい問題が生じること、
といった理由から、SL が代理人として行動すべきでは
ないとする。そのため、ストップいじめ！ナビ・スクー
ルロイヤーチーム編（2019）のように、SL を「場の法
律家」という、代理人と異なる概念でその特異な位置づ
けを説明する立場もある。
　「SL が代理人になるべきではない」という見解は、子
どもの最善の利益の実現といった理念的な側面だけで
なく、学校設置者との間で別途委任契約に基づき存在す
る顧問弁護士と SL の役割分担という機能的な側面にも
着目する。一般的に、学校設置者の代理人として活動す
るのは、顧問弁護士である。もし、顧問弁護士が SL と
同じような役割を担うのであれば、そもそも SL を導入

する意義に乏しい。そのため、SL には代理人という顧
問弁護士の立場とは異なった役割が期待されているの
である。
　ところが、実際の学校現場のニーズでは、保護者と
の面会や事実関係の調査に弁護士が立ち会ってほしい
というニーズは少なくない。本稿で紹介した X 市でも、
学校に対してアンケートを実施したところ、保護者との
面会に SL が立ち会ってほしいと要望する学校が多かっ
たようである。また、小野田（2020）で紹介されている
ように、保護者が代理人弁護士を立てて学校と交渉に臨
む件数が増えている実情もある。しかし、弁護士以外の
立場を持たない委任・業務委託型 SL では、代理人とし
て以外に保護者との面会に直接立ち会うことは困難で
ある。
　これに対して、常勤型 SL のメリットは、職員であれ、
教員であれ、弁護士以外の立場を持っているという点で
ある。この立場を活用して、原則として代理人でなけれ
ば立ち会えない保護者との面会だけでなく、生徒との
面会や事実関係の調査にも直接立ち会うことができる。
この点は、学校現場が SL に求めるニーズにも合致して
いる。
　また、常勤型 SL には、常勤型 SC と同じように、「情
報共有ステーション」としての役割が可能である。X 市
の常勤型 SL も、様々な機関に対する回答書を作成した
り、教育委員会職員として関係部署の会議に出席するな
どして、学校現場の情報、福祉など他部署・他機関の情
報などを集約し、法律専門職の立場から分析する役割を
担っている。このことは、勤務日が限られており、会議
への出席などが難しい非常勤型 SL と比べても、常勤型
SL の大きなメリットであろう。
　さらに、学校に常勤する教員型 SL には、学校に常勤
する常勤型 SC と同じように、「即応性」というメリッ
トがある。実際に、筆者の実践でも、いじめ対応、虐待
対応、学校事故、警察案件などにおいて、当日のうちに
教員型 SL として学校現場でケースに直接対応し、関係
する教員と連携して直接ケースに対応したことは多い

（神内（2018a）、神内（2018b）、神内（2019）、神内（2020））。
また、教育委員会に常勤する SL がいれば、学校現場で
事件が発生しても、すぐに SL に相談し、場合によって
は学校を訪問して対応することが可能だし、虐待や警
察案件などでは SL が常勤の職員としてすぐに児童相談
所や警察に赴くことも可能である。常勤型 SL は常勤型
SC と同じく、非常勤型にはない「即応性」が活用できる。
　一方、常勤型 SL のデメリットとしては、勤務形態が
雇用契約又は任用であることから、設置者の指揮命令を
受ける立場にあるため、弁護士としての独立性や第三者
性が弱まってしまうという点がある。また、弁護士の守
秘義務や利益相反行為の禁止の観点からも、委任・業務
委託型 SL と比べるとはるかにそのリスクが高い。例え
ば、教員の労働問題について教員から常勤型 SL が相談
を受けた場合は、相談者に対する守秘義務を守らなけれ
ばならない立場だけでなく、設置者と利益が相反する相
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談内容の可能性もあり、弁護士法や弁護士職務基本規程
に抵触する可能性を否定できない。
　常勤型 SL は常勤型 SC と同様に、同僚性が高まる分、
馴れ合い的な関係になりやすい面もある。筆者も、教員
として学校に勤務することで、生徒や同僚の教員との
距離が近く、日常的に極めて密接な関係を築きやすい
反面、生徒や同僚の教員との信頼関係が構築されるほ
ど、設置者に雇用されている SL である立場との葛藤が
強まってしまう経験をしている。また、常勤型 SL は児
童生徒や保護者と直接関わることができるかもしれな
いが、委任・業務委託型 SL や非常勤型 SL と比べても「学
校側の人間」という立場に見られやすく、信頼関係を構
築する上でハードルになる可能性が高い。実際に、この
点は常勤型 SC でも同様のデメリットであることが、松
岡（2012a）、水谷・高原（2018）でも指摘されている。

Ⅳ　まとめ
　本稿では、「チーム学校」構想の中で外部人材として
活用が期待されている SC と SL について、常勤化とい
う共通の流れが見られることと、常勤型の勤務形態に
は SC と SL に共通する特徴的なメリットとデメリット
が存在することを示した。
　学校現場に導入されている外部人材は、実際には相当
数に上り、その多くが非常勤であることは、川上（2015）
で示されている。また、加藤（2016）によれば、「チー
ム学校」を支える外部人材として想定されている職種も
相当数ある。しかし、現状では外部人材間で職種を比
較した横断的な考察はほとんど行われていない。その
状況にあって、心理専門職である SC と法律専門職であ
る SL は、ともに高度な専門性と資格を有する人材とし
て広く認知されているだけでなく、学校や設置者との関
係で独立性や第三者性を維持する意識を持たなければ
ならず、法令上も厳格な守秘義務が課せられている職種
である点でも共通する。そのため、本稿で示したように、
SC も SL も常勤化が進んでいけば、共通の現象や課題
が生じる可能性が高い。
　例えば、「チーム学校」答申では、「チーム学校」を支
える協働の文化を創り出すことを提言しており、教員が
子どもたちの状況を総合的に把握して指導を行い、成果
をあげている面にも配慮しながら、教員が担うべき業務
や役割を見直し、多職種による協働の文化を学校に取り
入れていくことが大切であるとした上で、専門性を持っ
た人材が少数職種として孤立しないよう、学校全体で意
識改革を行い、専門性や立場の異なる人材をチームの一
員として受け入れることや、外部人材にもまた、子供の
教育を共に担っていくチームの一員であるという意識
が求められるとともに、学校の仕組みや教員の文化等
に関する理解が必要であり、学校設置者が事前の研修等
も含めてしっかりとした支援を行う必要があると示し
ている。このことは、非常勤や委任・業務委託型の外部
人材と比べて学校現場との日常的に関わる時間が格段
に多い常勤型の SC や SL にとって重要な示唆であるが、

少なくとも SL に関しては弁護士業界で SL に対して学
校の仕組みや教員の文化等に関する理解を促す研修は
ほとんど行われておらず、常勤型 SL にとっては実際に
勤務してみると思わぬ課題に直面するおそれもある。
　SC と SL の常勤化には明確な違いもある。まず、前
述のように、同じ常勤化といっても、SC のそれは学校
現場に常駐するという意味であるのに対し、SL はあく
までも学校設置者の元に常駐する形態がほとんどであ
る。また、SC と SL では、守秘義務の捉え方も異なる。
SC は臨床心理士又は国家資格である公認心理師として
守秘義務を負うが、同時に SC では「集団守秘義務」と
いう概念が定着し、カウンセリングによって得た情報を
学校内部や設置者内部で共有することが行われている。
そのため、会計年度任用職員として設置者から指揮命令
を受ける立場にある SC が、資格職としての守秘義務が
あるとはいえ、その保有する情報を共有することへの
ハードルはそれほど高くはない。それに対し、SL が弁
護士として負う守秘義務は極めて厳格であり、弁護士法
だけでなく、弁護士職務基本規程の存在もあることか
ら、守秘義務違反は弁護士として懲戒対象になる。その
ため、SL がたとえ雇用・任用されて設置者から指揮命
令を受ける立場であるとしても、「集団守秘義務」とい
う SC で定着している概念を SL に及ぼすことができる
かどうかは議論の余地がある。
　このように、「チーム学校」を支える外部人材を横断
的に考察することによって、外部人材が持つメリットや
デメリットだけでなく、活用の形態や課題も議論する必
要性が生じる。本稿では、主に常勤型の SC と SL につ
いて比較考察したが、今後は、例えば、非常勤型の SC
と SL の比較考察や、臨床心理士の資格を有する教員と
弁護士の資格を有する教員の比較考察など、それ以外の
形態の比較考察も進めながら、「チーム学校」における
外部人材の効果を検証する必要があろう。また、鈴木・
佐々木・住友（2016）で示されているように、近時は
SC や SL 以外の職種においても「チーム学校」が意識
されていることから、それぞれの職種の特徴と実態を踏
まえて、常勤化の動向を比較することも有用であると考
えられる。

追記
　本稿に関しては、児玉洋子氏に調査をご協力いただ
き、貴重な情報をご提供いただきました。この場を借り
て厚く御礼申し上げます。
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